
多気町の給与・定員管理等について 

 

１ 総括 

 (1) 人件費の状況（普通会計決算） 

区 分 住民基本台帳人口 

     (２０年度末) 

 歳 出 額 

        Ａ 

実質収支 人 件 費 

      Ｂ 

人件費率 

 Ｂ／Ａ 

(参考) 

19年度の人件費率 

２０年度               人 

15,734 

      千円

7,458,498

    千円

235,549

    千円

1,293,374

      ％ 

17.3 

              ％

19.0

 

 (2) 職員給与費の状況（普通会計決算） 

区 分 職員数 

     Ａ 

給     与     費 一人当たり 

給与費 B/A 

  平 成 1 9年 度 平 均

一人当たり給与費給  料 職員手当 期末･勤勉手当    計 Ｂ 

２０年度      人 

152 

    千円 

574,601 

    千円

52,795

    千円

229,684

    千円

857,080

       千円 

5,639 

        千円

6,133

 
(3) 特記事項 

 

 

 (4) ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）        

  

 

 

 

      （注）１  ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を１００とした場合の地方公務員の 

       給与水準を示す指数である。 

   ２ 類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を 



    単純平均したものである。 

 

 (5) 給与改定の状況 

    ①月例給 

 

区 分 

人事委員会の勧告  

給与改定率 

 (参考) 

国の改定率 民間給与 

Ａ

公務員給与Ｂ 較差 

Ａ－Ｂ 

勧告 

（改定率） 

２０年度 円 円 円

（   ％）

％ ％  ％

  （注）「民間給与」、「公務員給与」は、人事委員会勧告において公民の４月分の給与額をラス 

 パイレス比較した平均給与月額である。 

 

    ②特別給 

 

区 分 

人事委員会の勧告  

年間支給月数 

 (参考) 

国の年間 

支給月数 

民間の支給 

割合   Ａ 

公務員の 

支給月数 Ｂ 

較差 

Ａ－Ｂ 

勧告 

（改定月数）

２０年度 月 月 月 月 月  月

  （注）「民間の支給割合」は民間事業所で支払われた賞与等の特別給の年間支給割合、「公務員 

    の支給月数」は期末手当及び勤勉手当の年間支給月数である。 

 

２ 職員の平均給与月額、初任給等の状況 

 (1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（２１年４月１日現在） 

    ①一般行政職                                                                           

 区 分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額 平均給与月額 

（国ベース） 

多気町  39.8歳  310,809円 358,213円 328,677円 

三重県 43.8歳 343,005円 427,547円 384,790円 

国 41.5歳 325,521円 円 391,770円 

 類似団体 43.4歳 325,320円 369,335円    349,228円 

                                                                                            

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

    ②技能労務職   
 

区分 公務員 民間 参考 

平均年齢 職員数 平均給料

月額 

平均給与月

額（Ａ） 

平均給与月額

（国ベ－ス） 

対応する民間

の類似職種 

平均年齢 平均給与月

額（Ｂ） 

Ａ／Ｂ

 多気町 51.3歳 9人 304,178円 334,053円 313,400円  

うち給食職員 55.7歳 2人 325,900円 332,124円 322,633円 調理士 41.3歳 260,500円 1.27

うち清掃職員 51.0歳 2人 294,000円 335,727円 307,000円 廃棄物処理業 44.2歳 299,900円 1.12

うち自動車運転手 49.3歳 3人 305,367円 345,707円 315,700円 自動車運転者 56.2歳 366,300円 0.94

三重県 48.8歳 465人 332,714円 388,002円 365,631円  

国 49.2歳 4,429人 285,548円 円 322,737円  

類似団体 50.3歳 14人 288,680円 306,236円 298,051円  

 

  参考 ※民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されている 

 データーを使用している。（平成 18～20 年の 3カ年平均） 

※技能労務職の職種と民間の職種等の比較にあたり、年齢、業務 

 内容、雇用形態等の点において完全に一致しているものではない

※年収ベースの「公務員（ｃ）」及び「民間（Ｄ）」のデータは 

 それぞれ平均給与月額を 12 倍したものに、公務員においては前 

 年度に支給された期末・勤勉手当、民間においては前年に支給 

 された年間賞与の額を加えた資産値です。 

年収ベース（試算値）の比較 

公務員 

（Ｃ） 

民間 

（Ｄ） 

Ｃ／Ｄ 

 

 多気町 5,387,613  

うち給食職員 5,504,332 3,472,600 1.59 

うち清掃職員 5,435,513 4,156,100 1.31 

うち自動車運転手 5,588,960 5,178,600 1.08 

 

 

(2) 職員の初任給の状況（２１年４月１日現在） 

区    分 多 気 町 三 重 県 国   

  

  

  

  

一般行政職 大 学 卒 172,200円 178,800円 172,200円

高 校 卒             140,100円 144,500円 140,100円

技能労務職 高 校 卒             140,100円 144,500円             －

中 学 卒 円 円             －

 

 

 (3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（２１年４月１日現在） 

    区    分  経験年数10年  経験年数15年   経験年数20年   

一般行政職 大 学 卒 261,100円 310,100円 357,600円

高 校 卒 223,900円 270,100円 311,300円

技能労務職 高 校 卒 円 円 円

中 学 卒 円 円 円



  

 

３ 一般行政職の級別職員数等の状況 

 (1) 一般行政職の級別職員数の状況（２１年４月１日現在） 

区 分 標準的な職務内容 職員数 構成比  

 

                                   

  

１ 級 

定期的な業務を行う職種          人 

5 

      

        ％ 

5.2 

  

 

２ 級 

相当高度の知識又は経験を必要

とする業務を行う職務 

         人 

18 

  

        ％ 

18.5 

  

 

３ 級 

主任、主査          人 

30 

  

        ％ 

30.9 

  

 

４ 級 

係長、主幹          人 

27 

  

        ％ 

27.8 

 

５ 級 

課長又はこれに相当する職務          人 

12 

  

        ％ 

12.4 

 

６ 級 

参事又はこれに相当する課長の

職務 

         人 

5 

 

        ％ 

5.2 

  （注）１ 多気町の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。 
        ２ 標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。 

 

（注） 平成18年に８級制から６級制に変更している。（旧給料表の１級及び２級並びに４級及び５級をそれぞれ統合） 



 

 (2) 昇給への勤務成績の反映状況 

勤務評価制度を導入していない為、町長決裁により欠勤、休職がないことを根拠として昇給判定を行う。   

 

 

４ 職員の手当の状況 

 (1) 期末手当・勤勉手当 

  

 

  

  

多    気    町 三    重    県 国 

１人当たり平均支給額（２０年度） 

１，４７３千円 

１人当たり平均支給額（２０年度）

１,８８２千円 

－ 

（２０年度支給割合） 

 期末手当      勤勉手当 

   ３．０月分  １．５０月分 

 (  １．６)月分  ( ０．７)月分 

（２０年度支給割合）  

 期末手当      勤勉手当 

     ３．０月分   １．５０月分

 (  １．６)月分  (  ０．７５)月分

（２０年度支給割合）          

 期末手当      勤勉手当 

     ３．０月分   １．５０月分 

 (   １．６)月分  ( ０．７５)月分

 

（加算措置の状況） 

職制上の段階、職務の級等による加算措置 

  役職加算  ５～１５％ 

 

 （加算措置の状況） 

 職制上の段階、職務の級等による加算措置 

役職加算   ５～２０％ 

管理職加算  １５～２５％ 

 

（加算措置の状況） 

職制上の段階、職務の級等による加算措置 

役職加算  ５～２０％ 

管理職加算 １０～２５％ 

 （注） (  )内は、再任用職員に係る支給割合である。 

 

  【参考】勤勉手当への勤務実績の反映状況（一般行政職） 

欠勤、休職がないいことを根拠として、勤務実績を勤勉手当に反映させる。 

  

(2) 退職手当（２１年４月１日現在）                                             

 

 

 

 

 

 

  

多 気 町 国   

  

  

  

  

  

  

  

  

（支給率）    自己都合        勧奨・定年 

勤続20年     ２３.５０月分  ３０．５５月分 

勤続25年     ３３.５０月分   ４１．３４月分 

勤続35年     ４７.５０月分   ５９．２８月分 

最高限度額   ５９.２８月分   ５９．２８月分 

その他の加算措置 

(退職時特別昇給                      ) 

1人当たり平均支給額    千円 ２５，４３４千円 

（支給率）   自己都合         勧奨・定年 

勤続20年     ２３．５０月分  ３０．５５月分 

勤続25年     ３３．５０月分   ４１．３４月分 

勤続35年     ４７．５０月分   ５９．２８月分 

最高限度額   ５９．２８月分   ５９．２８月分 

その他の加算措置 

 定年前早期退職特別措置（２％～２０％加算） 



 （注） 退職手当の１人当たり平均支給額は、２０年度に退職した職員に支給された平均額である。   

 (3) 地域手当 

   （２１年４月１日現在） 

支 給 実 績（２０年度決算）      ５，７７５千円  

 

                  

                  

支給職員１人当たり平均支給年額（２０年度決算） ３８千円 

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 国の制度（支給率） 

多気町        ２ ％       １５２人         ０ ％ 

           ％             人            ％ 

           ％             人            ％ 

           ％             人            ％ 

           ％             人            ％ 

   （２２年度の制度完成時） 

支給対象地域 支給率 国の制度（支給率）                   

                  多気町         ４ ％       ０ ％ 

            ％            ％ 

            ％            ％ 

            ％            ％ 

            ％            ％ 

 （注）国の制度では、平成22年度での完成を目指して、平成18年度 

   から支給率を段階的に引き上げることとしている。 

 

(4) 特殊勤務手当（２１年４月１日現在） 

支給実績（２０年度決算）                               ０ 千円 

支給職員１人当たり平均支給年額（２０年度決算）                                 ０  円 

職員全体に占める手当支給職員の割合（２０年度）                                  ０  ％ 

手当の種類（手当数）              ― 

 

 

(5) 時間外勤務手当 

支給実績（１９年度決算） ４４，８６９千円

 職員１人当たり平均支給年額（１９年度決算） ３４０千円

支給実績（２０年度決算） ３１，４５８千円

 職員１人当たり平均支給年額（２０年度決算） ２０７千円

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 (6) その他の手当（２１年４月１日現在） 

  

手 当 名 

 

内容及び支給単価 

国の制度 

との異同
 

国の制度と 

異なる内容
 

  
支給実績 

（２０年度決算）
 

支給職員１人当たり 

平均支給年額 

（２０年度決算） 

 扶養手当 配偶者  13,000円 

その他  6,500円 

同  千円 

15,258    

円

203,440   

 住居手当 月額12,000円を超える家

賃を支払う場合 

家賃23,000円以下＝家賃

－12,000円、家賃23,000

～55,000円未満＝（家賃

－23,000円）×１/２

+11,000円、家賃 55,000

円以上＝27,000円 

新築5年未満＝2,500円 

同  千円 

3,376    

円

146,783   

 通勤手当 ＜交通機関利用＞ 

・運賃相当額（支給限度 

55,000円） 

＜自家用車等利用＞ 

・片道２ｋｍ以上対象。

距離区分に応じて2,000

円～24,500円 

同  千円 

7,078   

円

49,497   

 管理職手当 参事 30,000円 

課長・局長・特命監  

25,000円 

  千円 

5,160    

円

271,579   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

５ 特別職の報酬等の状況（２１年４月１日現在） 

区     分 給料月額等 

 

給 

 

 

 

料 

  

市 区 町 村 長 

 

副 市 町 村 長 

 

 

 

          ６８４，０００円 

     （ ７６０,０００円） 

          ５５１，０００円 

     （  ５８０,０００円） 

 

 

（参考）類似団体における最高／最低額 

    ７９６,０００円／５８８,０００円 

 

     ６５０,０００円／４８９,０００円 

 

 

 

報 

 

 

酬 

議     長 

 

副  議  長 

 

議     員 

           ２７０,０００円 

     （  ２７０,０００円） 

          ２００,０００円 

     （ ２００,０００円） 

          １９０,０００円 

     （  １９０,０００円） 

     ３４２,０００円／２３０,０００円 

 

     ２８０,０００円／１８０,０００円 

 

     ２５８,０００円／１５７,０００円 

 

 期 

 末 

 手 

 当 

市 区 町 村 長 

副 市 町 村 長 

収   入   役 

       （２１年度支給割合） 

               ４．１０月分 

議     長 

副  議  長 

議     員 

       （２１年度支給割合） 

               ３．１０月分 

         

 退 

 職 

 手 

 当 

 

市 区 町 村 長 

副 市 町 村 長 

 

収    入    役 

 （算定方式）        （１期の手当額）       （支給時期） 

・給料月額に支給率（1年につき5.0）を乗じて得た額を任期毎又は退職時に支給する。 

・給料月額に支給率（1年につき3.0）を乗じて得た額を任期毎又は退職時に支給す

る。 

・給料月額に支給率（1年に2.7）を乗じて得た額を任期毎又は退職時に支給する 

備   考  

  (注)１ 給料及び報酬の（ ）内は、減額措置を行う前の金額である。 

    ２ 退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（４

年＝４８月）勤めた場合における退職手当の見込額である。 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

６ 職員数の状況 

 (1) 部門別職員数の状況と主な増減理由 

                                                                     （各年４月１日現在） 

          区 分 

部 門 

 職  員  数 対 前 年 

増 減 数 

 主な増減理由 

平成２０年 平成２１年

  

 普 

  

 通 

  

 会 

  

計 

  

部 

  

門 

  

 一 

 般 

 行 

 政 

 部 

 門 

議会 

総務 

税務 

農林水産 

商工 

土木 

民生 

衛生 

 

２ 

３１ 

１２ 

９ 

１ 

１１ 

５６ 

１４ 

２

３１

１２

８

１

１１

５８

１３

△１

２

△１

 

 

 

事務分担見直しによる 

 

 

事務分担見直しによる 

事務分担見直しによる 

  計 １３６ 

 

１３６ ０ ＜参考＞                        

  人口千人当たり職員数 ８．６４人 

 （類似団体の人口１万人当たりの職員数    人） 

 教育部門 

 

１９ １６ △３ 事務分担見直しによる 

公 

営 

企会 

業計 

等部 

 門 

水道 

下水道 

その他 

２ 

８ 

８ 

２

７

７

△１

△１

 

事務分担見直しによる 

事務分担見直しによる 

  小   計 １８ 

 

１６ △２  

合  計 １７３ 

 

[１８９ ] 

１６８

[１８９ ]

△５

[     ]

 

＜参考＞                          

   人口千人当たり職員数 １０．６８人 

 （注）１ 職員数は一般職に属する職員数である。 

    ２ [     ]内は、条例定数の合計である 

  

 

 

 

 



(2) 年齢別職員構成の状況（２１年４月１日現在） 

 

 
 

         20  20  24  28  32  36  40  44  48  52  56  60 

         歳  ～  ～  ～  ～  ～  ～  ～  ～  ～  ～  歳 

         未  23  27  31  35  39  43  47  51  55  59  以 

         満                                                     上 

 

区 分 

20歳 

 

未満 

20歳 

～ 

23歳 

24歳 

～ 

27歳 

28歳 

～ 

31歳 

32歳

～ 

35歳

36歳

～ 

39歳

40歳

～ 

43歳

44歳

～ 

47歳

48歳

～ 

51歳

52歳 

～ 

55歳 

56歳 

～ 

59歳 

60歳

 

以上

 

計 

 

職員数 

人 

 

人

８

人 

１８ 

人 

２８ 

人

２３

人

１４

人

１２

人

７

人

２８

人 

１６ 

人 

１５ 

人 人

１６９

 

 

 (3) 定員管理の数値目標及び進捗状況 

  ① 平成１７年４月１日～平成２２年４月１日における定員管理の数値目標     

平成17年４月１日  

職員数 

平成22年４月１日  

職員数 

純減数 純減率    

   

   

   

               人 

１９０ 

               人 

１７０ 

               人 

２０ 

               ％ 

１０．５３ 

 

 

 

 



   （参考）多気町における定員管理の数値目標（数・率）                

             計画期間  

数値目標 

                     

                     

                     

                     

                     

始 期
 

終 期
 

 

平成１８年１月１日 

 

平成２２年４月１日

      △１２人 

   △６．５％ 

 

  ② 定員管理の数値目標の年次別進捗状況（実績）の概要 

                                                                     （各年４月１日現在） 

            区 分 

部 門 

１７年 

計画始期 

１８年

 １年目

１９年 

２年目 

２０年

３年目

２１年

４年目

 ２２年

 ５年目

 18年～22年 

     計 

 (参考) 

 数値目標 

一般行政  職員数 152 145 140 136 136       －   

 増 減  △7 △5 △4 0  △16  

( ％) 

 

公営企業 

等 会 計 

 職員数 17 12 16 18 16       －   

 増 減  △5 4 2 △2   △1     

( ％) 

 

  計  職員数 190 184 181 174 169       －  170 

 増 減  △6 △3 △7 △5  △21   

(105.0％) 

 

  （注）１ 計画期間は、１７年～２２年の５年間である。 

２ （ ％）内の数値は、数値目標に対する進捗率を示す。 

３ 増減は、各年の欄にあっては対前年比の職員増減数を、計の欄にあっては計画1年目以      降現

年までの職員増減数の累計を示す。 

 

 

 

 



７ 公営企業職員の状況 

 (1) 水道事業 

   ① 職員給与費の状況 

    ア 決算 

区 分 総費用 

 

    Ａ 

純損益又は実質

収支 

職員給与費 

  

      Ｂ 

総費用に占める 

職員給与費比率 

    Ｂ／Ａ 

 (参考) 

１８年度の総費用に占め

る職員給与費比率 

２０年度    千円 

510,485 

        千円 

38,492 

      千円

    8,179 

            ％ 

        1.6 

                  ％

      1.3 

 

区 分 職員数 

     Ａ 

給     与     費  一人当たり 

 給与費 B/A 

 (参考)○○○平均 

一人当たり給与費 給  料 職員手当 期末･勤勉手当    計 Ｂ 

２０年度      １人 ＊＊＊千円 ＊＊＊千円 ＊＊＊千円 ＊＊＊千円 ＊＊＊ 千円  ＊＊＊千円 

     （注）１ 職員手当には退職給与金を含まない。 

２ 職員数は、２０年３月３１日現在の人数である。 

            

     イ  特記事項 

                           

    ② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（２１年４月１日現在） 

区 分 平均年齢 基本給 平均月収額         

多 気 町 35歳 304,700円 481,240円

団 体 平 均 歳 円 円

事 業 者 *****歳 *****円 *****円

       （注） 平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。                                      

 

    ③ 職員の手当の状況 

     ア 期末手当・勤勉手当 

    多気町 多気町（一般行政職・団体平均等） 

１人当たり平均支給額（２０年度）        

1,444千円 

１人当たり平均支給額（２０年度） 

＊＊＊千円 

（２０年度支給割合） 

          期末手当      勤勉手当 

            3.0月分        1. 5月分 

          (  1.6 )月分  (  0.7 )月分 

（２０年度支給割合）                    

          期末手当      勤勉手当 

            3.0月分        1. 5月分 

          ( 1.6 )月分    (  0.7 )月分 

 

（加算措置の状況） 

職制上の段階、職務の級等による加算措置 

役職加算   ５～１５％ 

 

（加算措置の状況） 

職制上の段階、職務の級等による加算措置 

    役職加算   ５～１５％ 

       (注)  (  )内は、再任用職員に係る支給割合である。 



     イ 退職手当（２１年４月１日現在） 

       多気町      多気町（一般行政職・団体平均等） 

 （支給率）       自己都合  勧奨・定年 

 勤続20年         23.50月分    30.55月分 

 勤続25年         33.50月分    41.34月分 

 勤続35年         47.50月分    59.28月分 

 最高限度額       59.28月分    59.28月分 

 その他の加算措置 

 (退職時特別昇給                      ) 

 1人当たり平均支給額   千円        千円 

 （支給率）       自己都合  勧奨・定年 

 勤続20年         23.50月分   30.55月分 

 勤続25年         33.50月分   41.34月分 

 勤続35年         47.50月分   59.28月分 

 最高限度額       59.28月分   59.28月分 

 その他の加算措置 

 (退職時特別昇給                      ) 

1人当たり平均支給額      千円        千円 

       （注）退職手当の１人当たり平均支給額は、２０年度に退職した職員に支給された平均額である。 

 

 

ウ 地域手当   （２１年４月１日現在） 

支 給 実 績（２０年度決算）         37千円  

 

                  

                  

支給職員１人当たり平均支給年額（２０年度決算）               36,821円 

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 国の制度（支給率） 

多気町          1％            1人          ０ ％ 

           ％             人            ％ 

           ％             人            ％ 

           ％             人            ％ 

           ％             人            ％ 

   （２２年度の制度完成時） 

支給対象地域 支給率 国の制度（支給率）                   

                  多気町           ４％        ０ ％ 

            ％            ％ 

            ％            ％ 

            ％            ％ 

            ％            ％ 

 （注）国の制度では、平成22年度での完成を目指して、平成18年度から支給率を段階的に引き上げることとしている。 

 

 

  エ 特殊勤務手当（２１年４月１日現在） 

支給実績（２０年度決算）                              ＊＊＊千円 

支給職員１人当たり平均支給年額（２０年度決算）                               ＊＊＊＊＊円 

職員全体に占める手当支給職員の割合（２０年度）                                ＊＊＊＊＊％ 

手当の種類（手当数）                   ― 

 
 
 



オ 時間外勤務手当 

支給実績（１９年度決算）                      ＊＊＊＊千円 

 職員１人当たり平均支給年額（１９年度決算）                      ＊＊＊＊千円

支給実績（２０年度決算）                       ＊＊＊＊千円

 職員１人当たり平均支給年額（２０年度決算）                      ＊＊＊＊千円

（注） 時間外勤務手当には、休日勤務手当を含む。 

 

 

     カ その他の手当（２１年４月１日現在）                                                

 

手 当 名 

 

内容及び支給単価 

国の制度 

との異同
 

国の制度と 

異なる内容
 

  
支給実績 

（20年度決算）
 

支給職員１人当たり 

平均支給年額 

（20年度決算） 

 扶養手当 配偶者  13,000円 

その他  6,500円 

同  千円 

  104   

円

104,000  

 住居手当 月額12,000円を超える家

賃を支払う場合 

家賃23,000円以下＝家賃

－12,000円、家賃23,000

～55,000円未満＝（家賃

－23,000円）×１/２

+11,000円、家賃 55,000

円以上＝27,000円 

新築5年未満＝2,500円 

同  千円 

  216  

円

216,000  

 通勤手当 ＜交通機関利用＞ 

・運賃相当額（支給限度 

55,000円） 

＜自家用車等利用＞ 

・片道２ｋｍ以上対象。

距離区分に応じて2,000

円～24,500円 

同  千円 

   60  

円

60,000  

 管理職手当 参事 30,000円 

課長・局長・特命監 

25,000円 

  千円 

    

円

 

 

 

 

 

 

 

 



   ④ 定員管理の数値目標及び進捗状況 

   ア 平成１７年４月１日～平成２２年４月１日における定員管理の数値目標       

平成17年４月１日  

職員数 

平成22年４月１日  

職員数 

純減数 純減率       

      

      

      

               人                人                人                ％ 

                                                                                                                        

     （参考）多気町における定員管理の数値目標（数・率）                   

             計画期間  

数値目標 

                        

                        

                        

                        

                        

始 期
 

終 期
 

 

平成 年 月 日 

 

平成 年 月 日 

        

                                                                                    

    イ 定員管理の数値目標の年次別進捗状況（実績）の概要                    

 

 

 

 

 (2) 工業用水道事業 

   ① 職員給与費の状況 

    ア 決算 

区 分 総費用 

 

    Ａ 

純損益又は実質

収支 

職員給与費 

  

      Ｂ 

総費用に占める 

職員給与費比率 

    Ｂ／Ａ 

 (参考) 

１９年度の総費用に占め

る職員給与費比率 

２０年度   千円 

36,033 

        千円 

13,185 

     千円 

   15,157 

           ％ 

       42.1 

                ％ 

45.2 

 

区 分 職員数 

     Ａ 

給     与     費  一人当たり 

 給与費 B/A 

 (参考)○○○平均 

一人当たり給与費 給  料 職員手当 期末･勤勉手当    計 Ｂ 

２０年度      人 

   2 

     千円 

  ***** 

     千円 

   ***** 

     千円 

    ***** 

     千円 

   ***** 

        千円 

    ***** 

        千円 

     （注）１ 職員手当には退職給与金を含まない。 

２ 職員数は、２０年３月３１日現在の人数である。 

            

     イ  特記事項 

            

 

 

 



    ② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（２１年４月１日現在） 

区 分 平均年齢 基本給 平均月収額         

多 気 町 38.5歳     316,800円   983,602円

団 体 平 均          歳            円           円

事 業 者       ****歳       ****円       ****円

       （注） 平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。                                      

 

 

    ③ 職員の手当の状況 

     ア 期末手当・勤勉手当 

    多気町 多気町（一般行政職・団体平均等） 

１人当たり平均支給額（２０年度）        

1,524千円 

１人当たり平均支給額（２０年度）        

＊＊＊千円 

（２０年度支給割合） 

          期末手当      勤勉手当 

            3.0月分       1.5月分 

          (  1.6)月分  (   0.7)月分 

（２０年度支給割合）                    

          期末手当      勤勉手当 

           3.0月分      1.5月分 

          ( 1.6)月分  (  0.7)月分 

 

（加算措置の状況） 

職制上の段階、職務の級等による加算措置 

   役職加算   ５～１５％ 

 

（加算措置の状況） 

職制上の段階、職務の級等による加算措置 

    役職加算  ５～１５％ 

       (注)  (  )内は、再任用職員に係る支給割合である。 

     イ 退職手当（２１年４月１日現在） 

       多気町      多気町 （一般行政職・団体平均等） 

 （支給率）       自己都合  勧奨・定年 

 勤続20年       23.5月分   30.55月分 

 勤続25年        33.50月分        41.34月分 

 勤続35年        47.50月分        59.28月分 

 最高限度額        59.28月分        59.28月分 

 その他の加算措置 

 (退職時特別昇給                      ) 

 1人当たり平均支給額   千円        千円 

 （支給率）       自己都合  勧奨・定年 

 勤続20年         23.5月分    30.55月分 

 勤続25年        33.50月分    41.34月分 

 勤続35年        47.50月分    59.28月分 

 最高限度額      59.28月分    59.28月分 

 その他の加算措置 

 (退職時特別昇給                      ) 

1人当たり平均支給額      千円        千円 

       （注）退職手当の１人当たり平均支給額は、２０年度に退職した職員に支給された平均額である。 

 

 

 

 

 

 

 



ウ 地域手当   （２１年４月１日現在） 

支 給 実 績（２０年度決算）         88千円  

 

                  

                  

支給職員１人当たり平均支給年額（２０年度決算）               43,574円 

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 国の制度（支給率） 

多気町         1 ％         2  人         ０ ％ 

           ％             人            ％ 

           ％             人            ％ 

           ％             人            ％ 

           ％             人            ％ 

   （２２年度の制度完成時） 

支給対象地域 支給率 国の制度（支給率）                   

                  多気町          ４％       ０ ％ 

            ％            ％ 

            ％            ％ 

            ％            ％ 

            ％            ％ 

 （注）国の制度では、平成22年度での完成を目指して、平成18年度から支給率を段階的に引き上げることとしている。 

 

 

  エ 特殊勤務手当（２１年４月１日現在） 

支給実績（２０年度決算）                              ＊＊＊＊千円 

支給職員１人当たり平均支給年額（２０年度決算）                                 ＊＊＊＊円 

職員全体に占める手当支給職員の割合（２０年度）                                 ＊＊＊＊ ％ 

手当の種類（手当数）                     ― 

 

 

オ 時間外勤務手当 

支給実績（１９年度決算）                      ＊＊＊＊千円 

 職員１人当たり平均支給年額（１９年度決算）                     ＊＊＊＊千円 

支給実績（２０年度決算）                      ＊＊＊＊千円 

 職員１人当たり平均支給年額（２０年度決算）                     ＊＊＊＊千円 

（注） 時間外勤務手当には、休日勤務手当を含む。 

 

 

 

 

 

 

 



     カ その他の手当（２１年４月１日現在）                                                

  

手 当 名 

 

内容及び支給単価 

国の制度 

との異同
 

国の制度と 

異なる内容
 

  
支給実績 

（20年度決算）
 

支給職員１人当たり 

平均支給年額 

（20年度決算） 

 扶養手当 配偶者  13,000円 

その他  6,500円 

同  千円 

138    

円

138,000   

 住居手当 月額12,000円を超える家

賃を支払う場合 

家賃23,000円以下＝家賃

－12,000円、家賃23,000

～55,000円未満＝（家賃

－23,000円）×１/２

+11,000円、家賃 55,000

円以上＝27,000円 

新築5年未満＝2,500円 

同  千円 

    

円

    

 通勤手当 ＜交通機関利用＞ 

・運賃相当額（支給限度 

55,000円） 

＜自家用車等利用＞ 

・片道２ｋｍ以上対象。

距離区分に応じて2,000

円～24,500円 

同  千円 

99    

円

49,200   

 管理職手当 参事 30,000円 

課長・局長・特命監 

25,000円 

  千円 

    

円

   

 

   ④ 定員管理の数値目標及び進捗状況 

   ア 平成１７年４月１日～平成２２年４月１日における定員管理の数値目標       

平成17年４月１日  

職員数 

平成22年４月１日  

職員数 

純減数 純減率       

      

      

      

               人                人                人                ％ 

     （参考）多気町における定員管理の数値目標（数・率）                   

             計画期間  

数値目標 

                        

                        

                        

                        

                        

始 期
 

終 期
 

 

平成 年 月 日 

 

平成 年 月 日 

        

     イ 定員管理の数値目標の年次別進捗状況（実績）の概要       


